
金融商品にかかる外国税額控除においては、外国税額を納付した者（運用会社）と源泉徴収義
務者（支払の取扱者である証券会社等の販売会社）が異なる場合は、外国税額控除の適用対象
外であったが、平成30年度税制改正により、令和2年1月1日以降は投資家が負担した外国税相
当額が算出され、「分配時調整外国税相当額控除」として法人税等から控除できることとされた。
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投資法人等の内外二重課税の調整

金融商品へ投資する場合の外国税額控除の体系

所得税 住民税

○ ○ 直接投資の外国税額控除

特定公社債 ○ ○ 直接投資の外国税額控除

一般公社債 ○ ○

外国籍投資信託 ○ ○ 直接投資の外国税額控除

2020年
より適用

公募投資信託等の外国税額控除 （新設）

私募投資信託 ○ 私募投資信託等の外国税額控除

株式数比例配分方式
2020年
より適用

公募投資信託等の外国税額控除 （新設）

株式数比例配分方式以外 ○ 私募投資信託等の外国税額控除

 一般公社債の外国税額控除
 （差額徴収または還付請求）

控除の類型

外国株式

外国債券
外国籍商品
に直接投資す
る場合

ETF・上場REIT・
上場JDR

国内籍商品を
通じて投資す
るもの

外国税額
控除の可否

公募投資信託
(ETF・上場場REIT・上場JDRを除く）
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【現行制度】

投資法人等が納付した外国法人税等については、その収益の分配に係る源泉所得税の額から

控除する方法により、内外二重課税調整が行われている。

【改正の内容】

１. 支払の取扱者（証券会社等）に源泉徴収義務が移転する場合にも、内外二重課税調整制度
の適用が受けられることとなった。

２. 投資法人等の収益の分配に係る源泉徴収税の額にその投資法人等のその支払いに係る配
当に係る利益の額に該当する金額を限度として計算した外国法人税等の額を、その源泉徴
収税の額から控除することとされた。

３. 外国法人税等を控除した後の実際納付額を源泉徴収税額とし、新たに分配時調整外国税相
当額の控除制度を創設し、申告時の税額を限度として控除することとされた。
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投資法人等の内外二重課税の調整

Copyright © 2022 Sakura & Co. All Right Reserved.



投資法人等の内外二重課税の調整

3

投資主側の処理

１.個人投資家の場合

①分配時調整外国税相当額全額をその年分の所得税の額から控除する。

②所得税の額から控除しきれなかった分配時調整外国税相当額は、その年分の復興特別所
得税の額から控除する（地方税からは控除されない）。

③なお控除しきれない金額は還付されない。

2.法人投資家の場合

①分配時調整外国税相当額について、元本の銘柄ごとに保有期間按分の計算（所得税額控
除と同様の計算）により算出した金額をその事業年度の法人税の額から控除する。

②法人税の額から控除しきれなかった分配時調整外国税相当額は、その事業年度の地方法
人税の額から控除する。

③投資法人分配時調整外国税相当額は法人税課税所得の計算上、損金不算入となる。

④なお控除しきれない金額は還付されない。

・確定申告書への添付
本制度の適用を受けるためには、確定申告書に控除の対象となる分配時調整外国税相当額、控除を受ける金額及びその
金額の計算に関する明細を記載した書類を添付する必要がある。

・通知制度
投資法人等は、その収益の分配の支払をする場合に、その支払の確定した収益の分配に係る通知外国法人税相当額が
あるときは、その支払の確定した日から1月以内に、その収益の分配を受ける者に対して、その通知外国法人税相当額
その他の事項を書面により通知する。
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【法人税法上の取扱（投資家側の処理）】

法人が支払を受ける集団投資信託の収益の分配に係る分配時調整外国税（注）の額でその収益
の分配に係る所得所得税等の額から控除された金額のうち、分配時調整外国税相当額は、法人
税の額から控除することができる。

(注) 分配時調整外国税とは、外国の法令に基づき信託財産につき課される税で、源泉徴収に係る所得税に相
当するもの（以下「外国所得税」という。）のうち、その外国所得税の課された収益を分配するとしたならばその収
益の分配につき所得税を徴収されるべきこととなるものに対応する部分をいう。

次に掲げる配当等に応じ、次に掲げる金額を基礎として、分配時調整外国税相当額控除をする。

(1)措法第9条の3の2第1項に規定する上場株式等の配当等・・・調整対象外国税相当額
(2)措法第9条の6第1項に規定する

特定目的会社の利益の配当・・・特定目的会社分配時調整外国税相当額
(3)措法第9条の6の2第1項に規定する

投資法人の配当等・・・投資法人分配時調整外国税相当額
(4)資産の流動化に関する法律第2条第13項に規定する

特定目的信託の受益権の剰余金の配当・・・特定目的信託分配時調整外国税相当額
(5)措法第9条の6の4第1項に規定する

特定投資信託の剰余金の配当・・・特定投資信託分配時調整外国税相当額
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5

投資法人等の内外二重課税の調整

1 分配時調整外国税相当額

分配時調整外国税相当額とは、次の算式により計算した金額をいう。
なお、その支払を受ける収益の分配につき徴収された又は徴収されるべき所得税等の額を

超える場合には、その所得税等の額を限度とします。

《算式》

(注1) 復興特別所得税から控除された外国所得税も含む。
(注2) 源泉所得税が課されない集団投資信託の収益の分配の額については、上記の算
式の分母及び分子の額から除く。
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投資法人等の内外二重課税の調整

２ 所有期間に対応する分配時調整外国税相当額控除

(1)から(3)までに掲げる集団投資信託に係る収益の分配に係る分配時調整外国税相
当額は、その全額が分配時調整外国税相当額控除の対象となる。

(1) 合同運用信託
(2) 公社債投資信託
(3) 公社債等運用投資信託（特定公社債等運用投資信託を除く。）

上記集団投資信託以外の集団投資信託の収益の分配に係る分配時調整外国税相
当額はその元本の所有期間に対応する部分の額のみが分配時調整外国税相当額
控除の対象となる。
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3 所有期間対応分の計算
分配時調整外国税相当額の元本の所有期間に対応する部分の額の計算方法には、原則的な
方法と簡便法とがあり、事業年度ごとにいずれかを選択することができる。

(1) 原則的な方法

元本の銘柄ごと、所有期間の月数ごとに次の算式により計算する。

(2) 簡便法

集団投資信託の収益の分配の計算の基礎となった期間が1年を超えるものと1年以下のものとに区分し、そ
の区分に属する全ての受益権について、その銘柄ごとに次の算式により計算する。

イ 収益の分配の計算の基礎となった期間が1年以内のもの

ロ 収益の分配の計算の基礎となった期間が1年を超えるもの

7

A ＝ 収益の分配の計算の基礎となった期間
の開始時に所有していた受益権の数

B ＝ 収益の分配の計算の基礎となった期間
の終了時に所有していた受益権の数

(注) 受益権を所有していなかった期間のみ
に係る分配時調整外国税相当額を除く。

(注) 受益権を所有していなかった期間のみ
に係る分配時調整外国税相当額を除く。
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4 控除の順番
分配時調整外国税相当額控除は、他の法人税法の税額控除よりも先に法人税の額から控除す
る。

5 その事業年度で控除しきれなかった場合の取扱い
分配時調整外国税相当額控除をされるべき分配時調整外国税相当額がその事業年度の法人税
の額より多い場合には、その控除しきれなかった金額は地方法人税の額から控除される。

なお、地方法人税の額から控除しきれない金額がある場合であっても、その金額は還付されな
い。

6 その他の留意事項
分配時調整外国税相当額控除を受けるためには、確定申告書等において控除を受けるべき金
額及びその計算に関する明細書（別表6(5の2)）の記載及び添付が必要。

この分配時調整外国税相当額控除を受けた分配時調整外国税相当額は、各事業年度の所得の
金額の計算上、損金の額に算入されない（注）。

(注) 分配時調整外国税相当額のうち控除しきれない金額が生じた場合であっても、所有期間
対応分の計算を行う前のその全額が損金の額に算入されないこととなる。
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投資法人等の内外二重課税の調整

9

【投資法人等における源泉徴収税額の計算】

1．グロスアップ差額の算出

利益の配当の額／（1-適用税率） - 利益の配当の額・・・a

2．控除限度額の算出

（ a ＋ 利益の配当の額） × 源泉徴収税率・・・ｂ

3．控除外国法人税の額の算出

ｂ × 投資法人の貸借対照表の総資産のうち外貨建資産の占める割合

4．源泉徴収金額の再計算

（利益の配当の額 ＋ 控除外国法人税の額） × 源泉徴収税率

5. 実際の源泉徴収金額の計算

源泉徴収金額（再計算後） - 控除法人税の額＝実際に納付する源泉徴収金額

※二重課税の調整における各計算要素の算出手順のうち、「3.控除外国法人税の額の算出」について、利益の
配当に係る各投資家の源泉徴収所得税額をもとにして控除額を計算し、それを各投資家の控除限度額に応じて
按分することとされており、実務上計算が困難とされていたが、平成31年改正により上記のとおり変更された。
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